
違法伐採木材・
合法木材普及推進事業の
実施状況について

平成２４年度

第１回違法伐採対策・合法木材普及推進委員会
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•公共建築物等の木材利用促
進法による合法木材普及
•木のいえ整備促進事業
（長期優良住宅普及促進事
業）

（１４１）

平成２２年度
合法木材の取り扱い実績

1,601社 72%

2,520社 47%

1956社 17%

6社 32%

29社 3%

386 59%

平成２１年度
合法木材の取り扱い実績

1,374社 66%

2039社 42%

1592社 17%

8社 25%

31社 3%

370 56%

合法木材に関する需要の背景

• 公共建築物等木材利用促進法
–全都道府県で基本方針の策定、市町村段階での
基本方針の策定（486団体/1742団体）

–都市部の自治体でも合法性が証明された木材に
ついて、議論する場ができてきた。

• 住宅政策の中での位置づけ
–長期優良住宅推進予算

• 木のいえ整備促進事業（２２年度、２３年度）
• 地域型住宅ブランド化推進事業（２４年度）

地域型住宅ブランド化推進事業



合法木材信頼性の確保

• 合法木材の信頼性確保を巡る新たな状況
–木材産業行政以外の分野からの要請
–合法木材表示実証調査での消費者などへの説
明の機会が拡大

• 合法木材供給体制の信頼性への取組
–合法木材ナビの情報の質の向上
–団体・事業者研修の実施
–モニタリングの実施

合法木材ナビの情報の質の向上

供給体制を整備するための情報から、消費者への普及のための情報へ拡大（２２年度）
（２３年度）アクセスカウンターの設置、携帯電話用の表示画面、

問合せ窓口としての機能発揮

合法木材供給事業者
・同認定団体研修の実施状況

モニタリングの実施

• ①全国団体による認定団体に対するアンケ
ート・ヒアリング、②認定団体による事業者の
ヒアリング、という体制で２０年度から実施

年度 認定団体に対する 事業者に対する
団体のヒアリングアンケート ヒアリング

２０年度 ８４／１３８ １１５

２１年度 ９６／１４０ １５ １３５

２２年度 ８３／１４０ ２４ １９３

２３年度 ９６／１４０ １１ ４７

合法木材信頼性の確保

• 合法木材の信頼性確保を巡る新たな状況
–木材産業行政以外の分野からの要請
–合法木材表示実証調査での消費者などへの説
明の機会が拡大

• 合法木材供給体制の信頼性への取組
–合法木材ナビの情報の質の向上
–団体・事業者研修の実施
–モニタリングの実施

• 新たな状況に対応した課題への対応

業界団体認定事業体による
環境情報の提供

平成18年
2月15日

「木材・木材製品の合法性・持続可
能性の証明のためのガイドライン」

グリーン購入法

平成21年
２月

「間伐材チップの確認のためのガイ
ドライン」

グリーン購入法

平成24年
６月18日

「発電利用に供する木質バイオマス
の証明のためのガイドライン」

電気事業者による再生可
能エネルギー電気の調達
に関する特別措置法

再生可能エネルギー発電設備の区分ごとに調達価格
「間伐材等由来の木質バイオマス」
「一般木質バイオマス」
「建設資材廃棄物」


